
役員報酬規程

(総則)

第一条 この規程は特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム (以下、「当
法人」という)の定款第 19条第 3項に基づき、役員に対する報酬の支給及び費
用の弁償等に関して、基本事項を定める。

(報酬)

第二条 当法人の役員には、当分の間報酬の支給は行わないものとする。
2 前項の規程にかかわらず、役員には、理事会の決議を経て、定款第 19条第
1項に基づき、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬をうけることができる。

(費用弁償)

第二条 当法人の役員がその職務の執行に当たって負担した費用 (職務の遂行
に伴い発生する旅費 (別に定める内国旅費規程、外国旅費規程に基づく。)及び
手数料等の経費をいう。)については、当該役員より請求のあつた日から遅滞な

く支払 うものとする。また、前払いを要するものについては前もって支払 うも

のとする。

(改廃 )

第四条 この規程の改廃は理事会の決議を経て行 う。

(補足)

第五条 この規程に定めるもののほか必要な事項は代表理事が別に定める。

附則

1。 この規程は 2013年度第 4回理事会の承認を経て、2014年 3月 5日 から施

行する。

2.こ の規程は 2020年度第 2回理事会の承認を経て、2020年 6月 1日 から施
行する。



給与規程

特定非営利活動法人

ジャパン・プラットフォーム
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給 与 規 程

制  定 2008年 4月
最終改正 2016年  7月

ロ
ロ

ロ
ロ

(目 的)

第 1条 この給与規程 (以下、規程という。)は、就業規則第47条 (賃金)の定めに基づき、職員の
給与に関する事項を定めたものである。

(適用範囲)

第 2条 この規程は、就業規則第 5条 (適用範囲)に定める職員に適用する。但し、パー トタイマー、
アルバイト等については別に定める個別労働契約によるものとする。

(給与の原則 )

第 3条 給与は職員の遂行した職務の質と量および責任の度合いとに応じて支払うことを原則とする。

第 2章  賃  金

第 1 節  賃金の支払いと計算

(賃金の支払方法)

第 4条 賃金は通貨で直接本人にその全額を支払う。ただし、法令で定められたもの、および職員の過
半数の代表と協定したものは控除する。なお、職員の同意を得た場合は、本人の指定する金融
機関等の日座への振込みにより賃金の支払いを行う。

(賃金の控除)

第 5条 次に掲げるものは、賃金から控除する。
(ア)源 泉所得税
(イ ) 住民税
(ウ) 健康保険および厚生年金保険の保険料の被保険者負担分
(工) 雇用保険の保険料の被保険者負担分
(オ) その他、職員過半数の代表者と協定したもの

(賃金の計算期間および支払日)

第 6条 賃金は、毎月末をもって締切り、当月初よりその月の月末までの分を翌月の 15日 に支払う。
ただし、賃金支払日が休日にあたるときは、その前日に支払う。
2 前項の定めにかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、職員 (本人が死亡したとき
は,その職員の遺族又はその職員の収入によって生計を維持されていた者。)の請求により、
賃金支払日以前であっても既往の労働に対する賃金を支払う。但し、本人死亡の時の支払を受
けるべき順位は、法令の定めるところによる。

(ア) 本人の死亡、退職、解雇のとき
(イ )本 人またはその収入によって生計を維持する者の出産、疾病、災害、婚礼または葬儀など
臨時の費用に充てるとき

(ウ) その他特別の事情がある場合で、JPFが必要と認めたとき

(賃金の計算方法)

第 7条 賃金計算期間の途中に入社、退職、休職または復職した場合は、その月の賃金を次の算式によ
り日割計算して支払う。但し、通勤手当については、第 14条第 2項ただし書に定める通りと
する。

(基本給 +諸手当)
×出勤日数

月間平均所定労働日数
(欠勤等の扱い)

第 1章  総  則
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第 8条 欠勤、については、次の算式により算出した額を差し引くものとする。但し、賃金計算期間の
全部を休業した場合は、賃金月額のすべてを支給しないものとする。

基本給
×不就労日数

月間平均所定労働日数

(遅刻等の扱い)

第 9条 遅刻、早退および私用外出をした場合の時間については、原則、差し引かないものとする。
但し、lヶ月の遅刻、早退及び私用外出の合計時間数が、1日 の所定労働時間以上となったと

きは、所定労働時間単位ごとに次の算式により算出した額を差し引くものとする。

基本給
×不就労日数相当日数

月間平均所定労働日数

(休暇休業等の賃金)

第 10条 年次有給休暇および就業規則第42条 (特別休暇)の (ア )から (工)な らびに (ク )に定め
る特別休暇の期間は、所定労働時間の勤務をしたときに支払われる通常の賃金を支給する。

2 次の休暇および休業期間等は無給とする。
(ア) 産前産後休業
(イ ) 育児・介護休業期間
(ウ) 育児時間
(工) 生理日の措置の日または時間
(オ)母 性健康管理のための休暇等の時間
(力)就 業規則第49条 (休職期間)に定める体職期間
3 JPFの 責めに帰すべき事由により、休業したときは、休業手当を支給する。休業手当の額は、
1日 につき平均賃金の6割とする。
4 前項に定める平均賃金は、法令で定める方式により算出した金額とする

第 2 節  月例賃金

(給与の構成)

第 11条 給与の構成は次の通りとする。

給与

基本給

基礎給

役割給

超過勤務手当

時間外手当
時間外保障手当

時間外保障超過手当

休 日手当

基準外手当 通勤手当

単身赴任手当

基準内手当

海外勤務手当
ハー ドシップ手当

そ 当

(基本給)

第 12条 基本給とは、基礎給、職能給、役割給で構成する。
2 基本給は、PFの支払い能力、職務遂行能力、職責などを総合的に考慮して、雇用契約締結の
際に所定の手続きをもって決定する。

(ア) 基礎給 就業規則第 29条に定める労働時間に対して支払われる賃金 (別表 1)
(イ )職 能給 資格等級及び資格階級に応じて支払われる賃金 (別表 2)
(ウ)役 割給 役割等級及び役割階級に応じて支払われる賃金 (別表 3)
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(家族手当の支給範囲)

第 13条 職員が次の各号に掲げる家族を扶養しているときは、家族手当を支給する。
(ア) 配偶者 (内縁を含まない。) 月額 13, 000円
(イ )満 22歳未満の子 (ただし、同一戸籍内にある者。)

扶養第 1位の子   月額 6, 000円
扶養第 2位以降の子 月額 5,000円

2 前項の家族手当は、その月の1日 現在の扶養家族につき支払うものとし、その月の月の全就業
日を欠勤した場合は、これを支給しない。
3 扶養家族に異動が生じた場合は、異動の事実を証明する書類を添付し、2週間以内に届出なけ
ればならない。届出を怠った場合は、増額の分については届出の翌月より支払い、減額の分に

ついては過払分を返還しなければならない。

(通勤手当)

第 14条 通勤に電車、バス等の交通機関を利用する職員に対しては、通勤に係る実費支給を目的として
lヶ月の定期代相当額の通勤手当を支給する。但し、通勤の経路および方法は、最も合理的か
つ経済的であると会社が認めたものに限ることとし、また非課税限度額を超える場合には非課

税限度額を限度として支給する。
2 前項に規定する通勤手当は、支給事由が発生した月から、支給事由が消滅した月まで支給する
ものとする。ただし、賃金計算期間の途中に入社、退職、休職または復職した場合における当

該事由の発生した月の通勤手当の額は、実費をもって計算する。
3 通勤経路を変更するとき、または通勤距離に変更が生じたときは、速やかに届け出なければな
らない。
4 前項の届出を怠ったとき、または不正の届出により通勤手当その他の賃金を不正に受給したと
きは、その返還を求め、就業規則第 78条 (懲戒の事由)に基づき制裁処分を行うことがある。

(単身赴任手当)

第 15条 国内赴任規程及び海外勤務規程に定める各事業所への赴任の際に、同居の家族を帯同せず、職
員が単独で赴任する場合は、当該家族に対し月額 15, 000円 の単身赴任手当を支給する。

(海外勤務手当)

第 16条 海外勤務規程に定める海外勤務者に対し、月額 10000円 の海外勤務手当を支給する。

(ハードシップ手当)

第 17条 海外勤務規程に定める海外勤務者に対し、海外勤務規程に定める赴任地域に応じて、ハー ドシ
ップ手当を支給する。

(ア) 地域A 月額 30, 000円
(イ ) 地域B 月額 20, 000円
(ウ) 地域C 月額 10,000円

(超過勤務手当)

第 18条 超過勤務手当とは、時間外手当、深夜手当、休日手当をいう。ただし、就業規則第40条 (管
理者の適用除外)に該当する者は、その時間外、休日に関する割増賃金は適用しない。
(ア) 時間外手当
時間外手当とは、時間外保障手当、時間外保障超過手当をいう。

① 時間外保障手当
以下の算式により算出した額を時間外勤務保障手当として支給する。

(基本給 +基準内手当)
× 1.00× 20時 間

月間所定労働時間

② 時間外保障超過手当
以下の算式により算出した額が、前号で定めた時間外勤務保障手当の額を超過した場合、
その差額を時間外勤務保障超過手当として支給する。

1日 の労働時間が 8時間超えの時間外労働時間数
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(基本給+基準内手当)
× 1.25 × 時間外労働時間数

月間所定労働時間

(イ )休 日手当
各月の所定労働日数以上労働させたときは、次の算式により算出した休日手当を支給する。

① 法定の休日勤務の場合

(基本給十基準内手当)
× 1.35 × 休日出勤労働時間数

月間所定労働時間

② 法定以外の休日勤務の場合

(基本給+基準内手当)
× 1.25 × 休日出勤労働時間数

月間所定労働時間

(ウ)深 夜手当
深夜時間帯 (22時から5時まで)に労働させたときは、次の算式により算出した深夜手
当を支給する。

(基本給+基準内手当)
× 0.25 × 深夜勤務時間数

月間所定労働時間

(賃金の改定)

第 19条 賃金の改定については、雇用契約締結および雇用条件提示の際に行うものとする。
2 JPFの 事情および社会情勢の変化によつては、職員に一律降給を行うことがある。

第 3章  賞  与

(賞与)

第20条

(附

２

３

JPFは、各期の業績等を勘案して、支給時に在職している職員に対し、賞与を支給すること
がある。但し、JPFの業績の著しい低下その他やむを得ない事由がある場合には、支給時期
を延期し、または支給しないことがある。

賞与は、所定の手続きに基づき支給する。

賞与支給額は基礎給を基本として算出する

の規程は2009年 4月 1日 から施行する。
の規程は2010年 4月 1日 に一部改正する。
の規程は2012年 1月 1日 に一部改正する。
の規程は2012年 9月 1日 に一部改正する。
の規程は2013年 4月 1日 に一部改正する。
の規程は2016年 7月 1日 に一部改正する。

ロ
ハ

こ

　
こ

　
こ

　
ン
」
　
こ

　
ン
」

１

２

３

４

５

６
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別表 1:基礎給

別表 2:職能給

別表 3:役割給

*基礎給・職能給・役割給は、年度ごとに改定することを考慮する

職層 職位 資格等級 金額

管理職 部長・副部長 M4 316,000～ 321,000

一般職 リーダー G3 276,300～ 297,600

スタッフ G2・ Gl 185,000～ 260,100

資格等級 階級 (レンジ) 金額

M4 27´ ′ヽ32 60,000～ 81,000

G3・ G2・ Gl 1-26 1,700～ 57,000

役割等級 階級 (レンジ) 金額

JG-2・ 1 Yl～ Y6 25,000～ 30,000

JG― A 19-26 7,200～ 9,800

1-18 300～6,800
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書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項を記載した書類

1 1資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第1項各号に対応しています。以下同じです。

事 業 年 度 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31日法人名 特定非営利活動法人ジャバン・プラットフォーム

収益の源泉別の明細

明細

金収 益 源 泉 の 内 訳 日

円

17,880,000円

円

4,544,059,058円

円

523,836,448円

円

13,518,940円

円

円

会費収入

その他の事業費収入

受取補助金等収入

受取寄付金等収入

△
ロ 計

円

円

円

円

5,099,294,446円

先」上
1:ヨ 入 金    額

円

円

円

該当なし

円

円

円計△
ロ

該当なし

その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及

(2)資産の貸付けに係る び条件等

(3)役務の提供に る び条件等

料 金

円

円

円

円

円

円

円

円

条  件  等

該当なし

譲 渡 資 産 の 内 容

料 金

円

円

円

円

条  件  等

該当なし

貸 付 資 産 の 内 容

円

円

円

円

円

役 務 の 提 供 の 内 容 条  件  等料 金

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 1取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

ら での取引 ロ 等との取

(1)収益の生ずる取引の上位5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

4,197,913,000円 受取補助金

346,146,058円 受取助成金

219,349,400 FI] 受取寄付金ノ受取会費

31,363,156円 受取寄付金

20,000,000円 受取寄付金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額

1,259,384,707円

取 弓1 内 容 等

助成金

627,741,298円 助成金

498,246,371円 助成金

371,775,794円 助成金

331,212,951円 助成金

法人との

関  係

譲 渡

年月日
住所又は所在地 譲 渡 価 格取引先の氏名等 譲渡資産の内容等

円該当なし

円

円

円

円

円

円

円



取引先の氏名等

該当なし

住所又は所在地 対 価 の 額

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

法人との

関  係
貸 付
年月日

口 資産の (金銭の貸付けを含む。)

ハ の提供 (施設の利 む。

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提供

年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

R。 2。 4。 1～

R.3.3.30
1,397,120円

ファンドレイジン
アドバイザー

R.2.4.1～

R.3.3.1
396,000円

法的アドバイス対応

弁護士報酬

R.2.6.5

R2.11.30
440,000円

書類作成ノ法律相談

弁護士報酬

登壇謝礼

諸謝金

登壇謝礼

諸謝金

登壇謝礼

諸謝金

登壇謝礼

諸謝金

R。2.10.31 10,000円

R。 2.10。 31 10,000円

R。 2.10。 31 10,000円

R。2.10.31 10,000円

R.2.4.24～

R.3.3.23
120,000円

事業審査委員

謝金

R。2.4.24～

R.3.3.23
110,000円

事業審査委員

謝金



4 寄附者に関する事「項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額
が 20万円 であるもの る。) 月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

を得た職員の び当 に対する る事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

40人 153,463,313円



6 1支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

4,595,826,136円

円

円

円

円

σ」紙参照)

円

円

円

円

円

合   計 4,595,826,136円



7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にそ 日

実  施  日 使 途 金   額

(別紙参照) 55,330,834円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



支出年月日 支出先の名称 所 在 地
支出した
キ附金籍

134,469′691R2.4.3

84.445,576R2.4.7

R2.4.8

R2.4.24

R2.4.28

R2.5.1

2.530,785

61,596,769コ国

調0
属¥】

ヨ0
′子ヨ

日,r,帝ョ

助威金R2.9.2
]コロR2.9.8
¬]aR2.9.8
¬嗣ヨR2.9.9
覇認¬R2.9.16
□団0R2.9.24

R2.9.24

Z
riマコR2.9.28
′鵬子ヨR2.9.28
]]a 18.994.778

31,(551,176R2.9.29

21.582.(142

12.839,907

冒4]
]a

R2.5.22

R2.5.22

R2.5.28

R2.5.28 9,999.914

R2.5.28

R2.6.2

R2.6.2 匹函亜国
152,500⊇ggR2.6.2

R2.6.2

R2.6.16

R2.6.16

R2.6.19

R2.6.19

201巫亜国
坐坦7⊆⊆回

R2.7.2

R2.フ.14

匹画亜回
119,994,1691

R2.7.14

R2.7.14

匝厘亜ヨ
165,279,7811

R2.7.15

R2.7.15

匡匝亜国
169,99■ EE」

R2.7.17

R2.7.22

R2.7.22 15:匡璽 コ

R2.7.

R2.7.31

匡巨亜国
巨と里到
匡理墾劃
匹迎堕Ш

R2.7.27

R2.7.30

R2.8.3

R2.8.4

62.159.639

47.716.392
15.000.000

R2.8.14

2匝亜コ
2,934,91Z`」

R2.8.18 16Z亜ヨ
134,653.310

R2.8.27

R2.8.27

匹匝亜国
13,051.12」」

68,377,084

69.000.000

2.999,621

コ

厚 n
15,000,000
17

738

羽

977

r雁】

威全___

a

a

ヨFヨ

町ョa

硼

4.106.772

R2.8.5

R2.8.7

R2.8.11

R2.8.12

R2.8.12

円

R2.10.6



同

寄附の
日的彗支出年月日 支出発の名称 所 在 地

R2.10.6
「
」踊γ目

R3.1.27

R3.1.27.

R3.2.10
R3.2.10

R3.2.10
R3.2.18
R3.2.18

R3.

R3.3 1

R3.3.31
R3.3.31

R3.3.2

R3.3.8

R3.3.8

R3.3.30
R3.3.30
R3.3.30

R3.3.30
R3.3.30
R3.3.31
R3.3.31

R3.3.31
R3.3.31

匡厘亜コ
R2.10.8
R2.10.8

R2.10.9 匝匝亜コ
R2.10.9
R2.10.19

49.341.042

R2.10.19
R2.10.23

匝匡亜コ
120,000.00g
4,997.000

R2.10.26
R2.11.4

R2.11.4
R2.11.4
R2.11.4
R2.11.4
R2.11.9

25:璽亘匡≡|
20,510,3841
7.148.580

R2.11.18
R2.11.27

R2.12.2
R2.12.8
R2.12.9

匝座亜コ
四理凶廻
匡迎璽四
国連塑四
130,000,0001
27.377.142
51.179,890

R2.12.18 1酉亘璽 |

3Q迦0⊇Qg
R3.1,7
R3.1.8
R3.1.15

四璽≡
=亜
互≡頭コ

旧力威金    i 3,051,8241

R3.1.15
R3.1.19

R3.1.20

区厘亜国
幽婆狐幽
匡型堕コ
四圧

"Ш126塁塁四
型EEL0001
3[西亜 |

_ユ′̀178,9841
t3.1.29

R3.2.9
17.510.211

匡互亜四
四迦凶四
匡墨ヱ鯛
1 5,662,0841

匡厘亜コ
巨理璽四
匹迎 0迫國
20,000,000

匡匝璽四
2」′439,0001

55:亜

=璽=|フ,173,1401
421亘

=亜
]

匡函亜国
ヒQ`亜生0001
匝藝菫回
匿§=giZEttpOI

R2.11.16
R2.11.19

R2.11.27

R2.12.2

R3.1.29

目
・一

17.787.105



支出年月日 支出先の名称 所 在 地
詈附の

目的等

R3.3_31 助成金

合計



7.海外送金等(金銭の持出を含む)に関する事項

実施 日

R2.04.03

R2.04.03

使    途 金  額

業務委託料 USD l,337.50- 1

業務委託料 USD l,210.60- 132,088

R2.04.03 業務委託料 USD 6,836.00-

業務委託料 EUR ll,122.25-

セキュリティレポート EUR 800.00-

業務委託料 USD 7,410。 30-

745,875

R2.04.03 1,319,210

R2.04.09 96,080

R2.04.09 815,651

R2.04.09 業務委託料 USD 27,074.58- 2,980

Q

3,1

R2.04.09 業務委託料 USD 34,126.00-

R2.04.09 業務委託料 EUR 26,177.46-

R2.04.09 業務委託料 EUR 24,189.00-

業務委託料 USD ll,751.54-

業務委託料 EUR 16,592.00-

業務委託料 USD 12,200.00-

会費 USD 5,000.00-

2,902,438

R2.04.20 1,279,625

R2.04.21

R2.04.28

R2.05.07

1,965,322

1,321,260

R2.05。 22 業務委託料 USD 5,194.00-

R2.05.22

R2.05.22

R2.06.19

R2.06.19

業務委託料 USD 15,432.00- 1,678,230

セキュリティレポー・卜   EUR 800.00- 95,592

600,741

97

99,

業務委託料 USD 5,565.00-

セキュリティレポート EUR 800.00-

セキュリティレポート EUR 800.00-R2.07.20

R2.07.20 業務委託料 USD 5,565.00- 603,913

702,393

516,

101,

R2.08。 11 業務委託料 USD 6,554.01-

R2.08.20

R2.08.20

R2.09。 18

業務委託料 USD 4,823.00-

セキュリティレポート EUR 800.00-

業務委託料 USD 4,823.00- 510,466

100,616

631

R2.09。 18 セキュリティレポート    EUR 800.00-

R2.10.19 業務委託料 USD 5,936.00-

R2.10.20

R2.10.27

R2.11.05

業務委託料 USD 4,369.34-

業務委託料 USD 7,500.00-

465,727

793,575

2,050,396

業務委託料 USD 800.00-

R2.11.10 業務委託料 USD 19,305。 12-

R2。 11。 16 業務委託料 USD 6,678.00- 705,797

R2.11.20 業務委託料 USD 55。 99-

業務委託料 EUR 800.00-

5

R2.11.20

R2.12.15 業務委託料 USD 6,678.00- 701,991

R2.12.18 業務委託料 EUR 800.00- 102,424

1/2



フ.海外送金等(金餞の持出を含む)に関する事項

実施 日 使    途 金  額
R3.01.20 業務委託料 USD 8,341.00- 875,221

R3.01.20 業務委託料 USD 2,548.00- 267,361

R3.01.20 業務委託料 EUR 800.00- 102,160

R3.01.25 業務委託料 USD 7,420.00- 777,912

1

748,1

R3.01.25 業務委託料 USD l,200.00-

R3.01.25 業務委託料 USD 7,136.25-

業務委託料 USD 600.00-

業務委託料 USD 19,024.60-

R3.01.29

R3.02.16

R3.02.19

2,025,929

業務委託料 USD 5,231.00- 558,252

R3.02.19 業務委託料 EUR 800.00- 103,488

R3.02.19 業務委託料 CHF l,000.00-

業務委託料 USD 7,049.00-

業務委託料 EUR 9,406.25-

118,900

754,665

1,226,1

1,400,

1,599,

R3.02.25

R3.02.25

R3.02.26 業務委託料 USD 13,056.00-

R3.03.19 業務委託料 USD 14,526.25-

R3.03.19 業務委託料 USD 6,678.00-

業務委託料 EUR 800.00-

業務委託料 EUR 4,000.00-

735,247

105,1

525,

R3.03.19

R3.03.19

R3.03.31 業務委託料 USD 2,400.00- 257,

222,7

542,577

R3.03.31

R3.03.31

R3.03.31

R3.03.31

業務委託料 USD 2,077.00-

業務委託料 USD 5,059.00-

業務委託料 USD 3,869.00-

業務委託料 USD 4,837.20-

414,950

518,789

R3.03.31 業務委託料 USD 2,370。 20- 254,203

R3.03.31

R3.03.31

R3.03.31

R3.03.31

業務委託料 USD 25,553.14- 2,740,574

業務委託料 USD 5,750.50- 616,741

2,804,

144,

1

281,638

業務委託料 USD 26,147.25-

業務委託料 USD l,343.00-

業務委託料 USD l,600.00-

業務委託料 USD 2,626.00-

業務委託料 USD 7,000.00-

R3.03.31

R3.03.31

R3.03.31

R3.03.31

R3.03.31

750,750

業務委託料 USD 6,000.00- 643,500

業務委託料 USD 2,626.00- 281,638

R3.03.31 業務委託料 EUR 800.00- 104,520

55

2/2



法人名 特定非営利活動法人ジヤバンロプラットフォーム わ 湘

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
{1)役員及びその親族等

② 特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は根簿書類の備付け、取引の記録及び

帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノレープの人数

割 合

(④÷③

① ② ③ ④ ⑤

④ 令和2年 4月 1日～令和3年 3月 31日 14人 0人 0% 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

(注 1)

0主2)

各欄D人蜘嘲よ 第3表付表1『役員の状況』から転出してくださしヽ

③及讀〕こついてiよ 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

(例)33. 333・・・% …→ 33. 3%

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

はい

いいえ

はい

いいえ

はレヽ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) 初 動

∝菫中D
・ 認定基準等チェック表 (第 3m iよ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員欄酬規程簿提出書類)の提出時においても臓 び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第
“

条第 1項:=基づく1■順 (役員報酬規程等提出書類D:こ配載した事項について、

添付を省略することができます.

/



ハ

Ω.」!幽:超回団lЮ回!塾s」l目iコ:日l図国l塁:日整生」!踵巴|り1囲!上.菫l団L:墜i上:望:L

項
口
日 ③ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている いいえ

:まい はい

いいえ

はい

しヽ えヽ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及時 の

保存を青色申告法人に準じて行っている しヽ えヽ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日

Ｈ ③ ⑮ ◎ ③ ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不逝 Eえ蜜経理の有無
有。無 有・無 有・無 有。無 有。無

第3表 (りUD

∝菫事D
認定の有効期駒 更新の申睛に当たつてIよ 法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬観腿障提出書E):こ配載した事項について、改
めて配載する必要はありません.

エック 3

○ 二において、「費途が明らかでない支出」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を
明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできません。

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「②」から「◎」欄には、:難辞!帷期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表 1「役員の状況Jを記載して、「①」、「②」及
び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

lま「定款 (又は会員:D第○条に正会員の表決権 (又は議決

欄)は平等に一票を与えると規定」のように記載します。
ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「◎りについては、上記イに記載する各

期間 (「③」から輌◎」)を示したもので九

① 「会針について公日会引士又は鮨童
法人の監
=を
受け
‐
0ヽる」の「:まV上

に OL」 n型 随塑性奎
豊堕≦二盪ェ
② 嗜田嗜顔の廂付け、取引の口ほ及
υ唄鮨書颯の保存を青色申告製

～
にヽ準

じ斎 つ01る」の強 □ 上 回 _
した」孟含に墜=笙

3麦世塞211亜國阻

」」2`Z2」セ:壼』L」__`≧i:[」盤llピ」をili± l∠二⊆_≦[_量塾__ヽ
二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から口◎」については、上記イに記載する各

期間 (「③りから「◎」)を示したもので九

記載要領の補足



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

石川 光 理事

金原 主幸 理事

○

第 3表付表 1

○

H29.5。 31 就

任

H28.5。 30  就

任

H18.7.19 就

任

法人名 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請 時

14人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

役  員  数

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

〇 ◎ ① 匿ヨコ
就任・退任

年月日

続柄等
◎ ⑪ ◎

住  所 職名氏  名

H24.5。 31  就

任

H30.5.30 就

任

H28.5.30 就

任

H19.3.6就任

H30.5.30 就

任

○

○

○

○

○

理事

理事

理事

理事

理事

永井 秀哉

小美野 剛

秋元 義孝

井川 紀道

石井 正子

関戸 博高 理事

○



杉本 宏美
(天花寺宏美)

理事

理事

○

29.5。 31 就

任

H30。 5。 30 就

任

堀江 良彰
○

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事
項について、添付を省略することができます.

横尾 博

石井 宏明

田中 皓

品田 和之

理事

理事

監事

監事

○

○

○

○

H28.5。 30 就

任

R01.5。 30 就

任

H25.5。 30 就

任

R01.5。 30 就

任



独立監査人の監査報告書

2021生 5ユ埜旦

特定非営利活動法人ジャパン・ プラットフォーム

代 表 理 事 永 井 秀 哉 殿

代 表 理 事  小 美 野    岡1 殿

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士

<財務諸表等監査>
監査意見

当監査法人は、特定非営利活動法人ジャバン・プラットフォームの 2020年 4月 1日 から 2021年

3月 31日 までの第 20事業年度の貸借対照表、正味財産増減計算書、キャッシュ・フロー計算書及び

財務諸表に対する注記並びに附属明細書 (以下「財務諸表等」という。)について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表等が、公益法人会計基準及び我が国において
一般に公正妥当と認め

られる会計の基準に準拠して、当該財務諾表等に係る期間の財産、損益 (正味財産増減)の状況及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める.

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
つた。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表等の監査における監査人
の責任」 |こ記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、法人から独立して
おり、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

財務諸表等に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、公益法人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認められ
る会計の基準に

準拠して財務諸表等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽

表示のない財務諸表等を作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部統制
を整備及び運

用することが含まれる。

財務諾表等を作成するに当たり、理事者は、継続組織の前提に基づき財務諸表等
を作成することが

適切であるかどうかを評価し、公益法人会計基準及び我が国において
一般に公正妥当と認められる会

計の基準に基づいて継続組織に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項
を開示する責任が

ある。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視す
ることにあ

る。

財務諸表等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表等
に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書
において独立の立場から

財務諸表等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、財務諸表等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。



あり、個別に又は集計すると、財務諸表等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 財務諸表等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。
・ 理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 理事者が継続組織を前提として財務諸表等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続組織の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して

重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続組織の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において財務諸表等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する財務諸表等の注記事項が適切でない場合は、財務諸表等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、法人は継続組織として存続できなくなる可能性があ
る。
・ 財務諸表等の表示及び注記事項が、公益法人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認
められる会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表等の

表示、構成及び内容、並びに財務諸表等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。

<財産目録に対する意見>
財産目録に対する監査意見

当監査法人は、特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォームの 2021年 3月 31日 現在の第 20事
業年度の財産日録 (「貸借対照表科日」、「金額」及び「使用目的等」の欄に限る。以下同じ。)に
ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の財産目録が、公益法人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認めら
れる会計の基準に準拠して作成されているものと認める。

財産目録に対する理事者及び監事の責任
理事者の責任は、財産目録を、公益法人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認められる
会計の基準に準拠して作成することにある。

監事の責任は、財産目録作成における理事の職務の執行を監視することにある。

財産目録に対する監査における監査人の責任

監査人の責任は、財産目録が、公益法人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認められる
会計の基準に準拠して作成されているかについて意見を表明することにある。

配布及び利用制限

本報告書は、特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム、国税庁及び所轄庁のみを利用者と
して想定してお り、本報告書はこれらの者以外に配布及び利用されるべきものではない。

利害関係



法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上



独立監査人の監査報告書

特定非営利活動法人ジャバン・プラットフォーム

代 表 理 事 永 井 秀 哉 殿

代 表 理 事  小 美 野    岡1 殿

2021ヨ巨5月 14日

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士

監査意見

当監査法人は、特定非営利活動法人ジャバン・プラットフォームの 2020年 4月 1日から 2021年

3月 31日 までの第 20事業年度の収支計算書 (収支計算書に対する注記を含み、予算を除く。以下同

じ。)について監査を行った。

当監査法人は、上記の収支計算書が、全ての重要な点において注記 1に記載された会計の基準に準

拠して作成されているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行つた。

監査の基準における当監査法人の責任は、「収支計算書の監査における監査人の責任」に記載され
て

いる.当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従つて、法人から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

収支計算書に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、注記 1に記載された会計の基準に準拠して収支計算書を作成し適正に表示するこ

とにあり、また、収支計算書の作成に当たり適用される会計の基準が状況に照らして受入可能なもの

であるかどうかについて判断することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い

収支計算書を作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
こと

が含まれる。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにあ

る。

収支計算書の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての収支計算書に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から

収支計算書に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
が

あり、個別に又は集計すると、収支計算書の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。



あり、個別に又は集計すると、収支計算書の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 収支計算書の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。

・ 収支計算書の表示及び注記事項が、注記 1に記載された会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた収支計算書の表示、構成及び内容、並びに収支計算書が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

収支計算書作成の基礎並びに配布及び利用制限

注記 1に記載されているとおり、収支計算書は、特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム

が第 20事業年度の資金収支の状況を特定非営利活動法人ジャパン 0プラットフォーム、国税庁及び所

轄庁に報告するために、注記 1に記載された会計の基準に準拠して作成されており、したがって、そ
れ以外の目的には適合しないことがある。当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではな

い。

本報告書は、特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム、国税庁及び所轄庁のみを利用者と

して想定しており、本報告書はこれらの者以外に配布及び利用されるべきものではない。

利害関係

法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上



2021年 (令和 3年)5月 20日

監皇の監査垂童書

特定非営利活動法人 ジャバン。プラットフォーム

代表理事 永井 秀哉 殿

代表理事 小美野 岡1 殿

私たち監事は、特定非営利活動促進法 18条の規定に基づき、特定非営利活動法人ジャパン・

プラットフォームの2020年 (令和2年)4月 1日から2021年 (令和 3年)3月 31日 まで

の第20期の業務監査及び会計監査を報告する。

監査の結果

(1)業務監査結果

一 理事の業務執行の状況に関しては、理事会等の会議に出席し執行状況と決裁書類

等を閲覧した。必要と認められる場合には質問を行い、意見を聴取した。

二 理事の業務は、法令及び定款に基づき適正に執行されているものと認める。

(2)会計監査結果

一 財産の状況に関する監査に当たっては、帳簿書類を独立監査人に情報提供し、監

査を受けている。また、財務諸表 (貸借対照表、正味財産増減計算書、キャッシ

ュ。フロー計算書等)や帳簿等の確認及び質問を行つた。

二 財務諸表は、一般に公正妥当と認められる公益法人会計基準に準拠しており、収

支計算書については規定どおり適正に作成され、財産の状況を正しく示している

ものと認める。
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法人名 特定非営利活動法人ジャバン・プラットフォーム

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳 会計ソフトCCA公益法 都度

人会計)ルーズリーフ

10年

10年仕訳チェックリスト 会計ソフトCCA公益法

人会計)ルーズリーフ

都度

固定資産台帳 会計ソフトCCA固定資

産)ルーズリーフ

年 1回 10年

7年賃金台帳 給与ソフト(給与奉行・社

労士委託)ルーズリーフ

月 1回

貯蔵品管理表 エクセル使用

データ保管

都度 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第 3表付表 2

(1己鞭要罰
。 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝源コ、「出金伝票」、「振曽厨詢、臓編金出脚限l、「総勘定元幅むなどのように記載します。
。 「左の帳簿等の形態」欄は、「単票コ、りし―ズリーフ」、:警T帳簿」などのように記載します。
・ 『記帳の時期」欄は、印口時」、「毎日」、「二週間ごと」のように記載します.
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程等提出書類)に記載した内容:こ変更
がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム

日

項
日

【 ◎ ⑮ ◎ ① ◎ ① 』詢Iヨ

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
有 有・ 無 有・ 無 有 。無 有・ 無 有

。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動
有 有 。無 有 。無 有 。無 有・ 無 有・ 無 有

。無

特定の
`Nttσ
万誦渚若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

有 有・ 無 有・ 無 有 。無 有 。無 有
。無 有 。無

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申南調寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の閃私当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供

与の有無

⌒

有 (じ 有・無 有・無 有。無 有・無 有
。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の議渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の議渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有C 有。無 有。無 有・無 有。無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の利益の供与の有無
有C 有。無 有。無 有・無 有。無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の 有 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有。無

4事 業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ ていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法
人と当法人との間の資産の議渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のう 0%以上

であること

二 実績削定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

チェック相

ノ

書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表 (第 4表 ) 圃 珂

(洒目ロロD
・ 「離 基準等チェック表 (第 4表 )」 :ム 法第

“

条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程簿提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次わ 」0汲び二)の記載及び添付の必要はありま

せん.

・ 認定の有効期間D更新の申請に当たつて:ム 法第関条第 1項に基づく書類 (役員鋼酬規程専日川■Dに配載した事項につい

て、添付を省略することができます。



書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係)

エ ク 5

法人名 特定非営利活動法人ジャバン・プラットフォーム チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合にlよ 正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内測印D鋼陽||ちる場合に1よ その細則 1劇レ虜狽lD等を添付してくださしヽ

同  意

〇 しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書iロ

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

②l資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊
の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤l給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

ロ

ハ

ホ

へ 、

/

CI主意事ロ
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要
があります.
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。



書障覇藉14号 (法第44条。51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人ジャバン 0プラットフォーム

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表 (第 8表)

健菫中0
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員1報酬規程等提出曰Dの提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8詢
:ム 配載する必要はありませ|ん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第
55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第
29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎ ①

有 0無 有 0無 有 0無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

ノ

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第蔵鋤 :よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬婦層鞘日闘DDの提出時に記載及
び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 )有 0無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月   日 月   日 設立年月日 年  月  日



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人ジャバン・プラットフォーム チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消さ り

た場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内に当該認定特定非営利活!防1曳人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等田 )若
しく|ま暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等は

2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認
定、」豊日壁ヨ堕墾ヨL盤堕茎Eコ自直』ull量2里塞』

=2豊
壼壁L国LL』西□重饉塵墨墨豊盆二童旦型∃L量」□里量国里E彗L」二塑堅1」_並び

|三』E聾【壺」図曽菫]堡塗□壺盈墾菫区EE□LttLttLら !:菫」幽壁量1lZL】豊i菫lL`主菫」E墜国L」じ量[聖』菫匹E2壁」∠」堕墾型ニム上l菫立)。
5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

1

イ

ロ

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営禾1踊置法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しない者の有無

有

特定非営禾:躍:動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有

暴力団の構成員等の有無 有 無

，
“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 はし しゝ し

ltt,)(いいえ●
０ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人

はい

湘
議

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、
=二重L生L盤重重】日E堕ヨ豊墜量量量望≧二重重」2窒目堕」Lとコ1山1甕国型量[

_」ヱ≦2」LL」並こ』LE塵塵堕国直喧口児塞1壺2菫型堕産」型堕壼1墨墾二重望」L奎望塾LLと】E菫壼口四」a」E」□彗ぅ臼自国国国ェ塑E□塾自」□Ll」E登二上=____
(注 1)その他の事務所がある場合lよ その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

はしく「 いし
ｒ
Ｄ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

´
０ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 Itfrl (frrfrri-l
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はいご癒瓦ぞゝ

ノ

鉦

イ

ロ


